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（写真）Shutterstock “米国連邦最高裁 エルサルバドルへの不法移民追放を一時差し止め” 

 

 

２０２５年４月１８日（金曜） 

 

政 治                     

「ボルヘス氏 カプリレス元知事らの除名に言及 

～彼らは暗黒の世界に足を踏み入れた～」 

「ガイアナ政府 マドゥロ政権との交渉を拒否」 

「ヒル外相 未使用投票用紙の強奪を否定」 

「コロンビア裁 サアブ生産相の資産差し押さえ」 

経 済                     

「２０２５年３月 新車販売台数は３０４４台 

～JAC Motors が１２６６台で販売台数首位～」 

社 会                     

「カラカス 南米で生活費が高い都市の１つ？」 

25 年 4 月 19-20 日（土・日） 

 

政 治                    

「米最高裁 El Salvador への不法移民追放を停止 

～トランプ政権 最高裁に決定撤回を要請～」 

「ブケレ大統領 マドゥロ政権に囚人交換を提案」 

「情報局 TdA とマドゥロ政権の関係立証不可」 

経 済                    

「セマナサンタの観光業 比較的好調か 

～ラグアイラ州 ホテル予約率は９０％～」 

「ベネ経団連 アルーバとの空便再開を希望」 

社 会                     

「学生 ３人に２人は民間企業への就職を希望」 
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２０２５年４月１８日（金曜）             

政 治                       

「ボルヘス氏 カプリレス元知事らの除名に言及    

   ～彼らは暗黒の世界に足を踏み入れた～」       

 

「ウィークリーレポート No.402」でも紹介した通り、

「第一正義党（PJ）」のリーダーの１人であるエンリケ・

カプリレス元ミランダ州知事およびトマス・グアニパ氏

が「新時代党（UNT）」から５月２５日に予定されてい

る国会議員選に出馬した。 

 

しかし、PJ は同選挙へ参加しないと決定していたため、

カプリレス元知事ら選挙に出馬した党員について「党の

方針に背き、水面下でマドゥロ政権と交渉した」として

除名処分を命じた。 

 

本件について、PJ の実質的なトップであるフリオ・ボル

ヘス氏が「VPItv」のインタビュー番組に出演。自身の

見解を語った。 

 

ボルヘス氏は 

「（カプリレス元知事は）出馬禁止措置を解除され、国

会議員選に比例代表で出馬した」「彼は憲法も法律も無

視するような選挙に参加している」「これは単に政治的

な立場が異なるということだけではない」「彼が暗黒の

世界、独裁の世界へ足を踏み入れたことを意味する」 

「我々はこれを容認することは出来ない」 

との見解を示した。 

 

また、カプリレス元知事の出馬禁止措置が解除された理

由について「野党の団結を妨害することが目的」と指摘。 

 

カプリレス元知事の対応について「とても失望している」

とコメントした。 

 

 

また、カプリレス元知事が発足した「Red Decide」につ

いて、 

「私は今回の一件は野党が分裂したと認識していない

し、新たな組織を作ったと認識していない」「これはマ

ドゥロ政権のイメージ戦略である」「今回の一件は少数

派が暗黒サイドに移動しただけであり、野党は引き続き

結束を維持している」 

とコメントした。 

 

他、カプリレス元知事が深く関係しているとされる新た

な政党「Union y Cambio（Unica）」について 

「ベネズエラに存在する多くの政党は盗まれた」 

「PJ、AD、VP なども奪われ、マドゥロ政権に都合の良

いグループに与えられた」「Unica もそうである」「マド

ゥロ政権にとって都合が良いとの理由で与えられた政

党である」「独裁者は自身にひざまずく人に対して、力

を与えようとする」 

との見解を示した。 

 

また、今後のシナリオについて 

「マドゥロ政権は、今回の選挙を通じて、複数の野党政

治家を国会議員として認め、彼らを正当化し、彼らと与

野党協議を開始しようとしている」 

と警戒感を示した。 

 

 

（写真）@VPITV 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/fd79c947fed86612ed8813fb6fd8d7d4.pdf
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「ガイアナ政府 マドゥロ政権との交渉を拒否」         

 

４月１６日 マドゥロ大統領は、ガイアナの「浮体式海 

洋石油・ガス生産貯蔵積出設備（FPSO）」がベネズエラ

とガイアナの領海域が不確定の海域に侵入したと批判。 

 

「境界線が引かれていない海域での違法行為である」と

指摘。また、２０２３年１２月に両国が交わした合意で

ある対話の実施を無視していると主張した（「ベネズエ

ラ・トゥデイ No.1000」）。 

 

４月１８日 マドゥロ大統領の批判を受け、ガイアナ外

務省は見解を表明。 

 

「１９６６年に両国が交わしたジュネーブ合意に関す

る対立の解決策は、国連事務局長の決定に従い国際司法

裁判所の判断事項になっている」 

「この決定と国際司法裁判所の判定を損なわないため

にガイアナ政府は国際司法裁判所以外の場で本件につ

いて一切の協議を行わない」との見解を表明した。 

 

なお、両国の紛争に関して中国外務省は 

「両国の国境問題が有効的な対話により解決されるこ

とを望む」との見解を発表した件について、ガイアナ外

務省は「ガイアナの自国主権と領土統合に対する明確な

違反行為である」と中国政府の姿勢を批判した。 

 

なお、ガイアナ・エセキバ地域の領土問題に関する詳細

は「ウィークリーレポート No.279」を参照されたい。 

 

「ヒル外相 未使用投票用紙の強奪を否定」         

 

４月１３日にエクアドルで開催された大統領選の決選

投票に関して、エクアドル政府は、マドゥロ政権の公安

組織「SEBIN」が未使用投票用紙を強奪したと主張して

いる。 

 

「今回の訴えにより、民主主義を強奪し、国民を迫害し、

国を売ろうとしてエクアドルを掌握しようとする腐敗

したマフィアが、注目を逸らそうとしていることが明ら

かになった」「彼らは革命家シモン・ボリバルの裏切り

者のナチスである」 

「彼らは、でたらめな外交手段によって、選挙の失敗と

道徳的敗北をごまかすことが出来ると考えている」 

「それは間違いだ、世界は彼らを違法政権であり嘘つき

だと認識している」 

「今回の訴えは、ひどい脚本家が書いた質の悪い作り話

である」と反論した。 

 

「コロンビア裁 サアブ生産相の資産差し押さえ」           

 

現在マドゥロ政権で国内生産相を務めているアレック

ス・サアブ氏は、マネーロンダリングの容疑で２０２０

年６月にカボベルデで拘束され、２１年１０月に米国へ

身柄を引き渡されていたが、２３年１２月に囚人交換で

解放された（「ベネズエラ・トゥデイ No.1003」）。 

 

２０２４年５月にはコロンビアでもサアブ氏のマネー

ロンダリング疑惑について無罪判決が出ていた（「ベネ

ズエラ・トゥデイ No.1065」）。 

 

しかし、コロンビアの原告が同判決を不服として上告し

たようで、バランキージャ裁判所は予防的措置として、

サアブ氏およびサアブ氏の元妻が代表を務める「Shatex 

S.A」「Jacadi de Colombia」が「Banco Finandina」に保

有する口座の資産差押えを命じた。 

 

なお、差し押さえ限度額は、訴訟額に相当する８．３億

コロンビアペソ（約１９．３万ドル）までとなっている

ようだ。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/4d9f31bf5f57a7b3ba1fd2509ae23d40-1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/4d9f31bf5f57a7b3ba1fd2509ae23d40-1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e9535d003dfefa4f5d7559c40e6de4cf.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/181004c4b1339083c16d46f3390d5949.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7a0b29e621dafb326c153d04a44ebe49.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7a0b29e621dafb326c153d04a44ebe49.pdf
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経 済                        

「２０２５年３月 新車販売台数は３０４４台    

 ～JAC Motors が１２６６台で販売台数首位～」          

 

「ベネズエラ自動車商工会（Cavenez）」の発表によると、

２０２５年３月のベネズエラ国内の新車販売台数は３

０４４台。前年同期の２０２５台から約５０％増となっ

た。 

 

今後、仮に毎月２５００台の新車が販売された場合、２

０２５年の年間新車販売台数は２．８万台になる。 

 

２０２４年の新車販売台数は約１．７万台だったため、

この調子で新車販売が維持されれば前年を大きく上回

ることになる。 

 

２ ５ 年 ３ 月 の ブ ラ ン ド別 新 車 販 売 台 数 で は 「 JAC 

Motors」が１２６６台で、２月の６５６台から急増した。 

 

これにより、２０２５年１～３月の JAC Motors の新車

販売台数は合計２３６３台でブランド別で首位となっ

た。 

 

２番目は「Toyota」で、２０２５年１～３月の新車販売

台数は合計２３４７台。両者の差は僅かとなっている。 

なお、Cavenez によると、Toyota の３月の新車販売台

数は１１６４台だという。 

 

他のブランドの３月の新車販売台数は「Changan Auto」

が１６２台。２５年１～３月で合計４３８台。 

 

「Fiat」が同１０２台。２５年１～３月で合計３０４台。 

「Ford」が同７０台。２５年１～３月で合計２０１台。 

「Kia」が同５０台。２５年１～３月で合計１９４台。 

「Futon」が同６７台。２５年１～３月で合計１７９台。 

 

 

「Hyundai」が同５４台。２５年１～３月で合計１２０

台と続いている。 

 

社 会                        

「カラカス 南米で生活費が高い都市の１つ？」           

 

世界の生活費を公表しているウェブサイト「Numbeo」

は、ベネズエラの首都カラカスについて、南米で最も生

活コストの高い国の１つとの結果を公表した。 

 

Numbeo によると、 

４人家族の生活費は月額２７１７．２ドル（家賃除く）。 

単身世帯の生活費は７２８．３ドル（家賃除く）。 

カラカスの生活費は東京と比較して２７．８％低い 

カラカスの家賃は東京と比較して５８．２％低い 

としてる。 

 

生活コストは、生活スタイルや場所によって大きく変わ

るため、４人家族で月額２７００ドル以上かかる家庭は

当然ある。 

 

ただし、給料が月額１０００ドルなら高給取りとされる

ベネズエラにおいて一般人がこの生活費、生活レベルで

暮らしていると考えるのは間違いだろう（「ウィークリ

ーレポート No.351」）。 

 

 

（写真）NUMBEO 
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２０２５年４月１９日～２０日（土曜・日曜）              

政 治                       

「米最高裁 El Salvador への不法移民追放を停止         

  ～トランプ政権 最高裁に決定撤回を要請～」        

 

４月１９日深夜 米国連邦最高裁は、「敵性外国人法」

によるベネズエラ人のエルサルバドルへの追放措置の

一時停止を命じた。 

 

トランプ政権は「マドゥロ政権が米国に犯罪者を送り込

み米国に攻撃を仕掛けている」との理由から、敵性外国

人法を適用。 

 

ベネズエラ系犯罪組織「Tren de Aragua（TdA）」の構

成員とされるベネズエラ人をエルサルバドルに送還す

ることを正当化している。 

 

「The New York Times」によると、４月１８日にテキ

サス州で「米国移民・関税執行局（ICE）」が複数のベネ

ズエラ人をバスに乗せていたと報道。 

 

この報道を受けて、「人権団体の全米市民自由連合

（ACLU）」の弁護団がエルサルバドルへの送還停止を

最高裁に要請していたという。 

 

４月７日 米国連邦最高裁は、一定の条件の上で、トラ

ンプ政権に対して、敵性外国人法の枠組みによるベネズ

エラ人の追放を許可していた（「ベネズエラ・トゥデイ

No.1201」）。 

 

しかし、敵性外国人法の適用について 

「敵性外国人法の対象となる人物は、事前に通知を受け、

その決定に異議を呈する権利があり、異議を呈するため

に必要な時間を与えなければならない」 

という条件を与えていた。 

 

 

今回 ACLU の弁護団は、 

「トランプ政権が、囚人に対して異議を呈するために必

要な時間を与えることなく、エルサルバドルへの追放を

行おうとしている」 

「テキサス州収容所は対象者にエルサルバドルへの追

放を通知する書面を渡したが、その書面は英語で書かれ

ており、多くの対象者はその文章を読むことが出来なか

った」 

との理由から追放差し止めを要請したようだ。 

 

同日、トランプ政権は、最高裁に対して差し止め命令を

撤回するよう要請。また、各州の囚人送還は各州の裁判

所に決定させるよう要請した。 

 

なお、これまで２５２人のベネズエラ人が TdA の構成

員との疑いでエルサルバドルの収容所「Cecot」に収容

されたが、これらベネズエラ人の弁護士は追放されたベ

ネズエラ人は TdA とは無関係と主張。 

 

米国政府は TdA の構成員かどうかを十分に調査するこ

となく追放していると訴えている（「ベネズエラ・トゥ

デイ No.1194」「No.1201」）。 

 

「ブケレ大統領 マドゥロ政権に囚人交換を提案」         

 

４月１９日 コロンビアのペトロ大統領は、自身のソー

シャルメディア・カウントにて、エルサルバドルのブケ

レ大統領に対して「移住者は犯罪者ではない」と指摘。 

 

エルサルバドルで収容されているコロンビア人とベネ

ズエラ人を解放するよう要請した。 

 

また、マドゥロ政権もブケレ政権に対して度々、Cecot

に収容したベネズエラ人を解放するよう要請している。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/73676c3b149b9e515489a6fda711ebda.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/73676c3b149b9e515489a6fda711ebda.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/94480185b6a22f8b80ffa9abc5b4fbdf.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/94480185b6a22f8b80ffa9abc5b4fbdf.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/73676c3b149b9e515489a6fda711ebda.pdf
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ブケレ大統領は、これらの要請に反応。 

 

特にマドゥロ大統領に対して、 

「マドゥロ氏よ、あなたは度々、我々にベネズエラ人を

解放しろと要求している」 

「我が国はあなたの国と違って政治犯はない」 

「我が国で拘束されているベネズエラ人は、米国でTdA

の構成員として逮捕された人々である」「彼らの多くは

殺人や重大な罪を犯した」「一方、あなた方が拘束して

いるのは詐欺選挙に反対しただけの人々である」 

「しかし、我々が拘束している２５２人について、あな

た方が拘束している政治犯２５２人と引き換えに解放

することを提案する」 

「我々の外交団が正式なオファーを行う」 

提案を行った。 

 

「情報局 TdA とマドゥロ政権の関係立証不可」            

 

「適性外国人法」は、戦時下を想定した法律で、他国か

らの攻撃を受けているとの前提が必要である。 

 

トランプ政権が、敵性外国人法の枠組みで TdA の構成

員をエルサルバドルに追放するのは、「マドゥロ政権が

TdA の構成員を米国に送り込み、米国を攻撃している」

との前提により成り立っている。 

 

つまり、マドゥロ政権と TdA との間に関係が立証でき

ない場合、その前提が成立せず、敵性外国人法は正当性

を失うことになる。 

 

米国のデジタルメディア「IQLATINO」は、米国のほぼ

全ての情報当局が TdA とマドゥロ政権の関係性を立証

できないとの結論を出していると報じた。 

 

 

 

 

「IQLATINO」によると、米国の１８情報組織のうち１

７組織は、TdA とマドゥロ政権の従属的な関係を立証

できないとの結論を出しているという。 

 

唯一、マドゥロ政権と TdA の関係を肯定している米国

情報組織は FBI で、「両者にはゆるやかな関係が存在す

る」と推測しているという。 

 

本件については、３月下旬に「The New York Times

（NYT）」でも報じられており、米国のトゥルシー・ギ

ャバード国家諜報長官は、この報道に関して「様々な情

報機関が様々な分析をしている」とコメント。 

 

直接的な回答を避けていた（「ベネズエラ・トゥデイ

No.1195」「No.1196」）。 

 

経 済                       

「セマナサンタの観光業 比較的好調か        

   ～ラグアイラ州 ホテル予約率は９０％～」            

 

４月１７日からセマナサンタ（聖週間）が始まっている。 

 

セマナサンタ期間中は多くのベネズエラ人が旅行を楽

しむため、観光業にとって稼ぎ時になる。 

 

報道を見る限り、２０２５年のセマナサンタの観光業は

比較的好調のようだ。 

 

ミランダ州観光協会の Lorena Lin 氏は、セマナサンタ

期間中のミランダ州のホテル予約率について８９．１％

になっていると説明。多くの観光客が同地を訪れている

と説明した。 

 

なお、ミランダ州には３９の海岸があり、４つの国立公

園があるという。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e0b9e928207d99441af6e5d09fe76ed1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e0b9e928207d99441af6e5d09fe76ed1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7dbd8196fc38a10d816e5da80b549625.pdf
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また、カラカスに近いラグアイラ州のホテル予約率も好

調のようだ。 

 

ラグアイラ州の José Alejandro Terán 知事によると、同

州のホテル予約率は９０％に達しているという。なお、

ビーチで家族の食事を購入するに当たり３０～５０ド

ルほど必要になるという。 

 

 

（写真）Globovision 

“ラグアイラ州ビーチの様子” 

 

「ベネ経団連 アルーバとの空便再開を希望」         

 

「ベネズエラ経団連（Fedecamaras）」の Adán Celis 代

表は、「アルーバとベネズエラの国境取引が完全開放さ

れることを望む」との見解を示した。 

 

アルーバ（オランダ自治領）とベネズエラは非常に近い

が、外交関係の亀裂により取引に障害が起きている。 

 

２０１９年にアルーバがグアイド暫定政権をベネズエ

ラ政府と認識して以降、両地域の外交関係は断絶した。 

 

世界的にベネズエラ移民が急増する中、小さな島である

アルーバがベネズエラ人流入を恐れたことや、Covid-１

９の感染拡大防止対策も関係修復が遅れた原因だろう。 

 

 

 

とは言え、徐々に両地域の関係は改善しており現在は船

での貨物、人の移動は再開している。ただし、空便は未

だに停止している。 

 

Celis 代表は、「人の移動では、空便は不可欠である」「ク

ラサオ（同じくオランダ自治領）では空便の運航が再開

している」「アルーバも再開することを望んでいる」 

とコメントした。 

 

社 会                        

「学生 ３人に２人は民間企業への就職を希望」           

 

「アンドレスベジョ・カトリック大学（UCAB）」の

Gabriel Wald 教授は、ベネズエラ人の若者の就業感に関

する世論調査の結果（２０２４年末実施）を説明した。 

 

Wald 教授によると、 

「民間企業で働きたい」と考えている学生は前回調査

（２０２２年末）の７６％から６６％まで下がったとい

う 

 

「民間企業への就職希望者が低下したとは言え、３人に

２人は民間企業で働くことを希望しており、若者の多く

は国内で就業したいと考えている」 

「少し前は企業で働くよりも自営業として働いた方が

多くの稼ぎを得られたが、この傾向は変わりつつある」

「学生は就業を通じてスキルアップすることを望んで

いる」「また、企業が提供する福利厚生についても魅力

を感じている」と述べた。 

 

他、若者の移住希望者について「増加している」と指摘。 

２０２２年には２３％だったが、２４年末には３０％ま

で増えたと述べた。 

 

以上 


